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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加工物上に構造を形成し、または加工物上の構造を改変する方法であって、
　加工物に向かってイオン・ビームを誘導すること
　を含み、前記イオン・ビームが、前記加工物の結晶構造内において、加工物材料のアブ
レーションしきい値を低下させる光子吸収性欠陥を誘発し、
　前記加工物に向かってイオン・ビームを誘導することが、ガリウム・イオンを前記加工
物の表面から内部へ注入することと、空格子、格子間原子または欠陥複合体を生成するこ
とを含み、前記方法がさらに、
　前記加工物に向かってレーザ・ビームを誘導すること
　を含み、レーザ光子が、前記イオン・ビームによって形成された前記欠陥によって吸収
されて、前記イオン・ビームによって処理された前記加工物上の材料を除去し、
　前記除去される材料のサイズが前記イオン・ビームのスポット・サイズによって決めら
れ、
　前記イオン・ビームは、前記レーザ・ビームよりも小さいスポットに集束させることが
でき、
　前記イオン・ビームと前記レーザ・ビームを前記加工物に向かって誘導することが、前
記イオン・ビームと前記レーザ・ビームをパルスとして逐次的に誘導すること、または、
前記イオン・ビームと前記レーザ・ビームを前記加工物に向かって連続的に照射する、
　方法。
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【請求項２】
　前記イオンが、金属合金源によって生成される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記イオンが、誘導結合プラズマ源によって生成される、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記加工物に向かっての前記レーザ・ビームの前記誘導が、前記イオン・ビームによっ
て誘発された欠陥を有する材料を除去するのには十分だが、前記イオン・ビームによって
誘発された欠陥のない材料を除去するのには不十分なフルエンスを有する前記レーザ・ビ
ームを誘導することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記加工物に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、１０-3ミリバール未満の
圧力を有する環境中で前記加工物に向かって前記レーザ・ビームを誘導することを含む、
請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記加工物に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、前記加工物に向かって、
１ナノ秒未満のパルス持続時間を有するパルス・レーザを誘導することを含む、請求項１
に記載の方法。
【請求項７】
　前記加工物に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、前記加工物に向かって、
１ピコ秒未満のパルス持続時間を有するパルス・レーザを誘導することを含む、請求項６
に記載の方法。
【請求項８】
　前記イオン・ビームと前記レーザ・ビームとがパルスとして前記加工物に交互に衝突す
る、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記加工物に向かって前記イオン・ビームを誘導することが、前記レーザ・ビームの強
度プロファイルのピークと一致したまたはほぼ一致した領域に前記イオン・ビームを誘導
することを含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記加工物に向かって前記イオン・ビームを誘導することが、前記レーザ・ビームを誘
導するのと同時に前記イオン・ビームを誘導することを含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記加工物に向かって前記イオン・ビームを誘導することが、前記イオン・ビームを誘
導して前記材料のアブレーションしきい値を低下させることを含む、請求項８に記載の方
法。
【請求項１２】
　前記イオンが、液体金属イオン源（ＬＭＩＳ）によって生成される、請求項１に記載の
方法。
【請求項１３】
　荷電粒子ビームおよびレーザ・ビームを使用して、加工物上に構造を形成し、または加
工物上の構造を改変する方法であって、
　前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの一方の
ビームを誘導すること
　を含み、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの前記一方のビームが、
前記ビームが衝突した前記加工物上の材料の状態を変化させ、
　前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの前記一方のビームを誘導するこ
とが、ガリウム・イオンを前記加工物の表面から内部へ注入することと、空格子、格子間
原子または欠陥複合体を生成することを含み、前記方法がさらに、
　前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの他方の
ビームを誘導すること
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　を含み、前記他方のビームが、状態が変化した材料を前記加工物から除去し、
　前記除去される材料のサイズが前記一方のビームのスポット・サイズによって決められ
、
　前記一方のビームは、前記他方のビームよりも小さいスポットに集束させることができ
、
　前記一方または前記他方のビームを前記加工物に向かって誘導することが、前記荷電粒
子ビームと前記レーザ・ビームをパルスとして逐次的に誘導すること、または、前記荷電
粒子ビームと前記レーザ・ビームを前記加工物に向かって連続的に照射することのいずれ
か一方を含む、
　方法。
【請求項１４】
　前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの前記一
方のビームを誘導することが、前記加工物に向かってイオン・ビームを誘導することを含
み、前記イオン・ビームが、前記加工物内において欠陥を誘発し、前記加工物に向かって
、前記荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームのうちの前記他方のビームを誘導することが
、前記加工物に向かって前記レーザ・ビームを誘導することを含む、請求項１３に記載の
方法。
【請求項１５】
　前記イオン・ビームが、前記加工物内において光子吸収性欠陥を誘発する、請求項１４
に記載の方法。
【請求項１６】
　前記イオン・ビームが、前記加工物に衝突した位置のアブレーションしきい値を低減さ
せる、請求項１３に記載の方法。
【請求項１７】
　前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの前記一
方のビームを誘導することが、前記加工物に向かって前記レーザ・ビームを誘導すること
を含み、前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの
前記他方のビームを誘導することが、前記加工物に向かって前記荷電粒子ビームを誘導す
ることを含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１８】
　前記レーザ・ビームが前記加工物の昇華エネルギーを低下させる、請求項１７に記載の
方法。
【請求項１９】
　前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの前記一
方のビームを誘導すること、あるいは前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは
前記レーザ・ビームのうちの前記他方のビームを誘導することが、前記加工物に向かって
イオン・ビームを誘導することを含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項２０】
　前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは前記レーザ・ビームのうちの前記一
方のビームを誘導すること、あるいは前記加工物に向かって、前記荷電粒子ビームまたは
前記レーザ・ビームのうちの前記他方のビームを誘導することが、前記加工物に向かって
電子ビームを誘導することを含む、請求項１３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、参照により本明細書に組み込まれている、２００８年７月９日に出願した米
国仮出願第６１／０７９，３０４号の優先権を主張するものである。
【０００２】
　本発明は、レーザ・マイクロ機械加工（ｌａｓｅｒ　ｍｉｃｒｏｍａｃｈｉｎｉｎｇ）
に関する。
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【背景技術】
【０００３】
　基板から材料を除去して、マイクロスコピックまたはナノスコピック構造を形成するプ
ロセスは、マイクロ機械加工と呼ばれる。材料を除去するプロセスは、ミリング（ｍｉｌ
ｌｉｎｇ）またはエッチング（ｅｔｃｈｉｎｇ）とも呼ばれる。マイクロ機械加工に対し
ては、レーザ・ビームおよび荷電粒子ビームが使用される。これらのビームはそれぞれ、
さまざまな用途において利点および限界を有する。
【０００４】
　レーザ・システムは、マイクロ機械加工にいくつかの異なる機構を使用する。いくつか
のプロセスでは、基板に熱を供給して化学反応を誘発させるために、レーザを使用する。
反応は、レーザが熱を供給する領域だけで起こるが、この熱は、レーザ・ビーム・スポッ
トよりも広い面積に拡散する傾向があり、それによりプロセスの解像度が制限される。レ
ーザ・マイクロ機械加工において使用される他の機構が光化学エッチングであり、光化学
エッチングでは、基板の個々の原子によってレーザ・エネルギーが吸収され、それにより
、これらの原子が、化学的に反応することができる状態にまで励起される。光化学エッチ
ングは、光化学的に活性な材料に限定される。レーザ機械加工において使用される他の機
構がレーザ・アブレーション（ｌａｓｅｒ　ａｂｌａｔｉｏｎ）であり、レーザ・アブレ
ーションでは、小さな体積に急速に供給されたエネルギーによって原子が基板から放出さ
れ、基板が加熱されることはない。高速パルス・フェムト秒レーザを使用するレーザ・ア
ブレーションが例えば、Ｍｏｕｒｏｕの「Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｉｎ
ｇ　Ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｌａｓｅｒ　Ｉｎｄｕｃｅｄ　Ｂｒｅａｋｄｏ
ｗｎ　ａｎｄ　Ａｂｌａｔｉｏｎ」という名称の米国再発行特許第３７，５８５号に記載
されている。フェムト秒レーザ・アブレーションは、上述のプロセスの限界のいくつかを
解決する。
【０００５】
　荷電粒子ビームにはイオン・ビームおよび電子ビームが含まれる。集束ビーム中のイオ
ンは一般に、表面から材料を物理的に追い出すことによってマイクロ機械加工するのに十
分な運動量を有する。電子はイオンよりもはるかに軽いため、電子ビームは一般に、エッ
チング剤との化学反応を誘発させることによって材料を除去することに限定される。イオ
ン・ビームは一般に、液体金属イオン源またはプラズマ・イオン源によって生成される。
荷電粒子ビームのスポット・サイズは、粒子のタイプおよびビーム中の電流を含む多くの
因子に依存する。低電流を有するビームは一般に、高電流を有するビームよりも小さなス
ポットに集束させることができ、したがって、高電流を有するビームよりも小さな構造を
形成することができるが、低電流ビームでは、構造体をマイクロ機械加工するのに、高電
流ビームよりも長い時間がかかる。
【０００６】
　レーザは一般に、荷電粒子ビームよりもはるかに高速で基板にエネルギーを供給するこ
とができ、そのため、レーザは一般に、荷電粒子ビームよりもはるかに早い材料除去速度
を有する。しかしながら、レーザの波長は、荷電粒子ビーム中の荷電粒子の波長よりもは
るかに大きい。ビームを集束することができるサイズはその波長によって制限されるため
、レーザ・ビームの最小スポット・サイズは一般に、荷電粒子ビームの最小スポット・サ
イズよりも大きい。Ａ．Ｐ．Ｊｏｇｌｅｋａｒ他、「Ｏｐｔｉｃｓ　ａｔ　Ｃｒｉｔｉｃ
ａｌ　Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ｔｏ　Ｎａｎｏｍｏｒｐｈｉｎ
ｇ」、Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ａｃａｄｅｍｙ　ｏ
ｆ　Ｓｃｉｅｎｃｅ、１０１巻１６号、５８５６～５８６１頁（２００４年）（「Ｊｏｇ
ｌｅｋａｒ他」）は、イオン化に対する臨界強度に近い約１０ピコ秒よりも短いレーザ・
パルスを使用して、波長よりも小さなフィーチャ（ｆｅａｔｕｒｅ）を達成することがで
きることを示している。それでも、Ｊｏｇｌｅｋａｒ他によって達成可能なフィーチャ・
サイズは、多くのナノテクノロジ用途に対して十分に小さいとは言えない。
【０００７】
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　荷電粒子ビームは一般にレーザ・ビームよりも大きな解像度を有し、極めて小さな構造
をマイクロ機械加工することができるが、ビーム電流は限られており、マイクロ機械加工
操作は許容できないほどに低速となることがある。一方、レーザ・マイクロ機械加工は高
速とすることができるが、そのより長い波長のため、解像度は本質的に限られている。
【０００８】
　レーザのより高速なマイクロ機械加工能力と荷電粒子ビームのより高い精度の両方を利
用する１つの方法は、試料を逐次的に加工する方法である。逐次加工は例えば、Ｍ．Ｐａ
ｎｉｃｃｉａ他、「Ｎｏｖｅｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐｒｏｂｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍｉｃｒｏ
ｍａｃｈｉｎｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｉｌｉｃｏｎ　Ｄｅｂｕｇ　ｏ
ｆ　Ｆｌｉｐ　Ｃｈｉｐ　Ｐａｃｋａｇｅｄ　Ｍｉｃｒｏｐｒｏｃｅｓｓｏｒｓ」、Ｍｉ
ｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　４６（２７～３４頁、１９９９
年）（「Ｐａｎｉｃｃｉａ他」）によって記述されている。Ｐａｎｉｃｃｉａ他は、レー
ザ誘起化学エッチングを使用して大半の材料を除去し、次いで荷電粒子ビームを使用して
、より精密な最終マイクロ機械加工を実施する、半導体フリップ・チップの活性部分にア
クセスする既知の技法を記述している。この逐次加工の問題は、より高速ではあるが精密
さに劣るレーザ・マイクロ機械加工をいつ停止し、より精密な荷電粒子ビーム加工をいつ
開始するか決定することである。レーザ加工を停止するのが早すぎる場合には、荷電粒子
ビームによって除去する材料が過剰に残り、レーザ加工を停止するのが遅すぎる場合には
、加工物が損傷する。加工をいつ停止するかの決定は「終点決定（ｅｎｄｐｏｉｎｔｉｎ
ｇ）」と呼ばれる。
【０００９】
　荷電粒子ビーム加工において終点を決定する技法は知られており、例えばＲａｙ他の米
国特許公開第２００５／０１７３６３１号に記載されている。このような技法は例えば、
下にある回路が露出し、またはほぼ露出したときに２次粒子の放出が変化するように、あ
る変化する電圧を下にある回路に印加することを含む。この２次粒子の放出を観察するこ
とによって、オペレータは、埋込み導体などのフィーチャがいつ露出したか判定すること
ができる。他の荷電粒子ビーム終点決定法は例えば、荷電粒子ビームによって注入された
荷電粒子に起因するトランジスタの漏れ電流を検出することを含む。レーザ加工は一般に
真空室内では実行されず、そのため２次電子およびイオンを捕集することはできない。
【００１０】
　イオン・ビーム加工では、イオン・ビームが衝突している材料がいつ変化したか判定す
るために、基板から放出された指定された周波数の光子を検出することも知られている。
このような方法は例えば、本出願の譲受人に譲渡された、Ｗａｒｄ他の「Ｆｏｃｕｓｅｄ
　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ　Ｉｍａｇｉｎｇ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ」とい
う名称の米国特許第４，８７４，９４７号に記載されている。Ｗａｒｄ他は、イオン・ビ
ーム・システムにおいて光子を検出して終点を決定することを記載しているが、低い光子
信号を捕集するのが困難であるため、この技法は広範には使用されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】米国仮出願第６１／０７９，３０４号
【特許文献２】米国再発行特許第３７，５８５号
【特許文献３】米国特許公開第２００５／０１７３６３１号
【特許文献４】米国特許第４，８７４，９４７号
【非特許文献】
【００１２】
【非特許文献１】Ａ．Ｐ．Ｊｏｇｌｅｋａｒ他、「Ｏｐｔｉｃｓ　ａｔ　Ｃｒｉｔｉｃａ
ｌ　Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ｔｏ　Ｎａｎｏｍｏｒｐｈｉｎｇ
」、Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ａｃａｄｅｍｙ　ｏｆ
　Ｓｃｉｅｎｃｅ、１０１巻１６号、５８５６～５８６１頁（２００４年）
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【非特許文献２】Ｍ．Ｐａｎｉｃｃｉａ他、「Ｎｏｖｅｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐｒｏｂｉ
ｎｇ　ａｎｄ　Ｍｉｃｒｏｍａｃｈｉｎｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｉｌ
ｉｃｏｎ　Ｄｅｂｕｇ　ｏｆ　Ｆｌｉｐ　Ｃｈｉｐ　Ｐａｃｋａｇｅｄ　Ｍｉｃｒｏｐｒ
ｏｃｅｓｓｏｒｓ」、Ｍｉｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　４６
、（２７～３４頁、１９９９年）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の目的は、荷電粒子加工とレーザ加工の両方の利点を提供することによってマイ
クロ機械加工を改良することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　荷電粒子ビームとレーザ・ビームの両方を、一方のビームが加工物を変化させ、もう一
方のビームの加工を増強するような態様で、加工物に同時にまたは逐次的に照射する。好
ましい一実施形態では、荷電粒子ビームを加工物に照射して、光子を吸収する吸収中心の
働きをする欠陥を生成し、続いて、欠陥部位においてアブレーションしきい値を局所的に
低下させる。実施形態は、従来の荷電粒子ビーム加工またはレーザ加工に比べて速い加工
を提供し、従来のレーザ加工よりも小さなフィーチャを形成することができる。
【００１５】
　以上では、以下の本発明の詳細な説明をより理解できるように、本発明の特徴および技
術上の利点をかなり広く概説した。以下では、本発明の追加の特徴および利点を説明する
。開示された着想および特定の実施形態を、本発明と同じ目的を達成するために他の構造
を変更または設計するベースとして容易に利用することができることを当業者は理解すべ
きである。さらに、このような等価の構造は、添付の特許請求の範囲に記載された本発明
の趣旨および範囲を逸脱しないことを当業者は理解すべきである。
【００１６】
　次に、本発明および本発明の利点のより徹底的な理解のため、添付図面に関して書かれ
た以下の説明を参照する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】試料からの放出物を使用してレーザ加工の終点を決定する本発明の一実施形態を
示す図である。
【図２】試料から放出された光子を使用してレーザ加工の終点を決定する本発明の一実施
形態を示す図である。
【図３】試料から放出された電子を使用してレーザ加工の終点を決定する本発明の一実施
形態を示す図である。
【図４】レーザ加工の終点を決定する本発明の一実施形態に基づく好ましいステップを示
す流れ図である。
【図５】荷電粒子ビームおよびレーザ・ビームのアブレーションしきい値に対する欠陥の
影響および相対サイズを示す図である。
【図６】レーザ・ビームおよび荷電粒子ビームを試料に照射する好ましい１つのシステム
を示す図である。
【図７】２つのビームを試料に照射する本発明の実施形態の好ましいステップを示す流れ
図である。
【図８】レーザ・レンズなどの構成要素に対する２次粒子による損傷を低減させる一実施
形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明のさまざまな実施形態は、さまざまな手段を使用してレーザ加工を向上する。実
施形態は一般に、試料とも呼ぶ加工物をマイクロ機械加工するために使用され、このマイ
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クロ機械加工は一般に、加工物上に構造を形成し、または加工物上の構造を改変すること
を含む。この構造は一般にマイクロスコピック構造であり、本明細書ではこの用語が、ナ
ノスコピック構造または数十ミクロンよりも小さな任意の構造を含むように使用される。
本発明の実施形態は、十分なフルエンス（ｆｌｕｅｎｃｅ）を供給する、既存のまたは今
後開発される任意のタイプのレーザを使用することができる。好ましい１つのレーザは、
短パルス・レーザ・ビーム、すなわちナノ秒ないしフェムト秒パルス・レーザ・ビームを
提供する。適切なレーザには例えば、Ｔｉ：サファイア発振器、ファイバ・ベースのレー
ザ、あるいはイッテルビウム・ドープまたはクロム・ドープの薄ディスク・レーザ（ｔｈ
ｉｎ　ｄｉｓｋ　ｌａｓｅｒ）などがある。
レーザ加工の終点決定
　短レーザ・パルス、すなわちナノ秒ないしフェムト秒レーザ・パルスによる基板のアブ
レーションには、基板からのさまざまな放出物が付随する。本発明の実施形態は、基板か
らの放出物を使用して、レーザ・マイクロ機械加工の進捗状況を決定し、ある加工段階が
いつ完了したか判定する。放出粒子の放出イールド（ｅｍｉｓｓｉｏｎ　ｙｉｅｌｄ）お
よびエネルギー・スペクトルは材料に依存する。第１の材料が除去されて第２の材料が露
出すると、材料の境界面で放出物が変化する。検出器は、放出物がいつ変化したか判定す
ることができ、この放出物の変化は、ビームの下の材料が変化したことを示す。第２の材
料に特有の放出物が検出されたとき、または第１の層に特有の放出が止んだときに、オペ
レータは、レーザ・ミリング操作の進捗状況を知ることができる。放出物の変化が検出さ
れると、オペレータまたはシステムは、例えば加工を停止することにより、自動的にまた
は手動でプロセスを変更することができる。
【００１９】
　試料からの放出物は、ルミネセンス、例えば赤外（ＩＲ）から紫外（ＵＶ）～Ｘ線範囲
のルミネセンス、電子、イオン、中性原子または分子、および粒子／ドロップレット（ｄ
ｒｏｐｌｅｔ）を含む。異なる用途における終点決定には、加工中の材料のタイプおよび
加工環境に応じた、異なるタイプの放出物が有用である。加工環境には例えば、大気圧の
通常大気、高真空、すなわち圧力が約１０-3ミリバール未満の真空、圧力約１ミリバール
から５０ミリバールの各種ガスなど走査型環境電子顕微鏡に適した真空、あるいは、適切
な圧力の適切なガスの制御されたガス環境などが含まれる。表面から放出されたイオンを
、質量分析法によって直接に分析して、表面から追い出された材料がいつ変化したか判定
することができ、この変化は、境界に到達したことを示す。２次イオン質量分析用のシス
テムは、市販の集束イオン・ビーム・システムの一般的な付属システムである。一般にプ
ラズマ・プルーム（ｐｌａｓｍａ　ｐｌｕｍｅ）と呼ばれる展開中の放出物（ｅｖｏｌｖ
ｉｎｇ　ｅｍｉｓｓｉｏｎ）に中に存在する中性原子および分子をイオン化するため、展
開中の放出物に、第２の時間遅延レーザ・ビームを共点集束させることができる。この第
２のビームは、別個の追加のレーザを起源とすることができ、または標準ビーム・スプリ
ッタを使用することによって１次ビームと同じレーザを起源とすることができる。１次ビ
ームの到着と２次ビームの到着との間の間隔（時間遅れ）は、２次ビームの経路長を調整
することによって調整することができる。次いで、この２次イオン化によって生じたイオ
ンを質量分析法によって分析することができる。粒子およびドロップレットも誘導結合プ
ラズマ質量分析法によって分析することができる。
【００２０】
　終点決定にルミネセンスを使用するときには、ミリングされた穴の底を「予見する（ｌ
ｏｏｋｉｎｇ　ａｈｅａｄ）」ことができるという利点がある。すなわち、レーザ・パル
スによって生成されたプラズマは、パルスによって除去される体積を超えて伝搬するため
、表面の直ぐ下の原子がレーザ・パルスによって励起される。したがって、表面の直下か
ら光子が放出され、この放出物は、マイクロ機械加工をいつ止めるべきかについてのより
適時の指標を提供する。すなわち、第２の材料からの光子を指標として使用するときには
、第１の材料が完全に除去される少し前に、第２の材料からの光子を検出することができ
る。同様に、第１の材料からの光電子放出も、第１の材料が完全に除去される少し前に減
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衰し始める。終点決定は、レーザ・ビームまたは荷電粒子ビームによって起こる表面から
の放出光子の流れを検出することによって実行することができる。
【００２１】
　光子以外の放出物を終点決定に使用するときには一般に、空気分子が放出物の捕集を妨
げないように、基板を低圧環境中または真空中に維持しなければならない。光子を指標と
して使用するときには、レーザを、真空中で、大気圧で、または制御されたガス環境中で
操作することができる。
【００２２】
　検出器は、１つまたは複数のタイプの放出物の強度を決定する一般的な検出器とするこ
とができる。検出器は一般に、（基準を含む）粒子を計数し、または粒子電流を測定し、
検出器感度を粒子エネルギーの関数として定義する特性エネルギー応答を有する。終点決
定に使用される信号の変化を検出する能力を最大にするため、検出器出力を適時に微分す
ることができる。エネルギー、電荷、質量または電荷対質量比が異なる粒子を検出するた
め、複数の検出器を並行して使用することができる。例えば、光電子増倍管、半導体検出
器などの広帯域光子検出器を使用して、基板から放出された光の強度を測定することがで
きる。終点決定信号の材料依存性が最大になるように、この検出器を最適化することがで
きる。例えば、エネルギー・フィルタリング分光計（ｅｎｅｒｇｙ　ｆｉｌｔｅｒｉｎｇ
　ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｅｒ）を、埋込み層または被覆層からの予想される特定の信号を
検出するように調整することができる。ある実施形態では、回折格子を使用して光を分散
させ、スリットを使用して所与の周波数帯内の光を通過させ、次いでその光を広帯域光子
検出器によって検出することができる。スリットの代わりに、被覆材料に特有の光を吸収
し、埋込み材料に特有の光を透過させ、または埋込み材料に特有の光を吸収し、被覆材料
に特有の光を透過させる１つまたは複数の吸収フィルタを使用して、埋込み材料が露出し
、またはほぼ露出したときに信号を提供することもできる。あるいは、回折格子を使用し
て、電荷結合素子アレイ上に光を分散させることもできる。放出スペクトルは、アレイ内
の異なるセルにおいて測定される信号の強度によって決定される。異なるセルにおいて測
定された信号を使用して、被覆および埋込み層から放出された特性信号の強度を監視する
ことができる。
【００２３】
　金属、半導体、絶縁体などのさまざまな材料が、ミリング中の材料層、またはミリング
中の材料層の下の材料層を構成する。例えば、一般的な材料には、Ｓｉ、ＳｉＯ2、Ｃｕ
、Ａｌ、Ａｕ、Ａｇ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｐｔ、Ｗ、Ｔａ、低ｋ誘電体、高ｋ誘電体、Ａｌ2Ｏ3

、ＳｉＣ、Ｓｉ3Ｎ4、ＧａＮ、ＡｌＮ、ＡｌxＧａ(1-x)Ｎ、ＩｎxＧａ(1-x)、ＧａＡｓ、
ＩｎxＧａ(1-x)ＡｓおよびＧｅなどがある。終点決定指標として光子を検出するとき、そ
れらの光子は一般に、０．０１ｎｍから１０００ｎｍ、より典型的には３００ｎｍから８
００ｎｍの波長を有することになる。より短波長用のＸ線検出器からより長波長用の赤外
線検出器までの適切な検出器を使用することができる。当業者は、さまざまな被覆材料お
よびその下の材料の特性放出スペクトルを容易に決定することができる。被覆材料の特性
信号の周波数とその下の材料の特性信号の周波数とが互いに近くないとき、終点決定の実
現はより容易になる。
【００２４】
　終点決定指標として電子を使用するときには、イオン・ビーム・カラムと電子ビーム・
カラムとを含むデュアル・ビーム・システムなどの荷電粒子ビーム・システムにおいて現
在使用されているタイプの電子検出器を使用することが好ましい。このような検出器には
例えば、電子が衝突したときに光を放出するシンチレータと放出された光信号を増幅する
光電子増倍管とを備える高効率エバーハート－ソーンリー（Ｅｖｅｒｈａｒｔ－Ｔｈｏｒ
ｎｌｅｙ）検出器が含まれる。エバーハート－ソーンリー検出器は一般にレーザ軸からず
らして取り付けられ、試料によって放出された電子を引き寄せるため、シンチレータの前
のスクリーンに、試料に対する電圧が印加される。指定されたエネルギー・レベルよりも
低い電子を排除するため、試料にバイアスをかけて、低エネルギー電子の捕集を防ぐこと
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ができる。検出される電子は一般に約２０ｅＶ未満のエネルギーを有するが、一部の用途
では１，０００ｅＶまでのエネルギーを有する電子が有用であることがある。ある実施形
態では、基板材料に特有の電子電流を有する幅広いエネルギー帯内の電子が捕集される。
他の実施形態では、材料を特徴づけるために電子のエネルギーが決定される。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、真空室内で試料表面から放出された粒子を検出するのではな
しに、試料からグランドへの電流を測定することができる。例えばプローブによって直接
に、または例えば試料ステージを介して間接的に、グランドを試料に物理的に接触させる
。グランドへまたはグランドから流れる電流は、ビームが衝突している試料表面を出る電
流に等しい。
【００２６】
　図１は、本発明を実施する好ましいシステム１００を示す。ビーム１０３を生成するレ
ーザ１０２は一般に、機械加工中の材料に対するしきい値よりも高いフルエンスで操作さ
れる。例えば、Ｍｏｕｒｏｕは、１０ｎＪから１ｍＪの範囲のエネルギーおよび０．１Ｊ
／ｃｍ2から１００Ｊ／ｃｍ2の範囲のフルエンスを有する好ましい１つのビームを教示し
ている。一実施形態では、レーザ・ビームのエネルギーが３０ｎＪ、フルエンスが０．４
Ｊ／ｃｍ2である。ビーム１０３は試料１０４に誘導され、試料１０４は、基板材料１０
６および被覆材料１０８を含むことがある。試料１０４は一般に、異なる材料からなるい
くつかの層を有する。試料１０４は一般に、２軸精密Ｘ－Ｙステージ１０９上に配置され
る（追加の軸は、最初の２軸に垂直な方向の平行移動、傾斜および回転を含むことができ
る）。検出器１１０は、試料１０４からの放出物１１２を検出する。被覆材料１０８が除
去され、基板材料１０６が露出すると、放出物１１２は変化する。コンピュータ１２０は
検出器１１０から信号を受け取り、信号の変化は、ビームの下の材料が変化したことを示
し、それにより、オペレータが、機械加工の進捗状況を監視し、適切な処置をとることを
可能にし、あるいはシステムが、加工がそれ以上進まないようにレーザ１０２を自動的に
停止するなどの措置を自動的にとることを可能にする。コンピュータ１２０に接続された
表示装置１２２は、試料１０４の画像を含む情報をオペレータに提供することができる。
上述のとおり、この検出器は、レーザ・アブレーションまたは他のレーザ加工の結果とし
て放出された光子、電子、イオン、中性粒子またはドロップレットを検出することができ
る。システム１００は、任意選択で、加工または画像化目的に使用することができる、電
子ビーム・カラムまたはイオン・ビーム・カラム、あるいはその両方などの１つまたは複
数の荷電粒子ビーム・カラム１３０、および試料１０４の画像を形成する２次電子検出器
１３２を含む。荷電粒子ビーム・カラム１３０または２次電子検出器１３２が使用される
ときには、基板は真空中に維持される。ある実施形態では、画像を形成するための２次電
子信号の検出および終点決定信号の検出に、検出器１１０を使用することができる。
【００２７】
　図２は、検出器が光子検出器２１０を含むシステム２００を示し、光子検出器２１０は
、試料１０４からの光を分散させる回折格子２１２、あるいはその代わりのプリズムとし
て概略的に示されたモノクロメータ（ｍｏｎｏｃｈｒｏｍａｔｏｒ）と、この分散光を、
周波数に応じて異なる点に集束させるレンズ２１４と、下にある材料に特有のスペクトル
を有する光を通過させるスリット２１６と、スリット２１６を通過した光を検出する光子
検出器２１８とを含む。コンピュータ１２０は光子検出器２１０から信号を受け取り、こ
の信号を解釈して、レーザ・ビームの下の材料がいつ変化したか判定する。コンピュータ
１２０は例えば、ある加工段階が完了したことを放出物の変化が示しているときに、オペ
レータに信号を提供し、または加工がそれ以上進まないようにレーザ１０２を自動的に停
止することができる。基板の下に配置された代替光子検出器２２２が示されている。光子
検出器のこのような配置は、基板が特性光信号に対して透明であるとき、すなわち基板材
料のバンド・ギャップが検出中の光子のエネルギーよりも大きいときにのみ有用である。
試料の下の光子検出器が使用されるときには、ステージが、光を透過させる隙間または透
明な窓２２４を含む。光子検出器２２２は、スリットおよび光電子増倍管を使用する検出
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器ではなく、異なる周波数に対応する異なる位置における光信号の強度を検出する電荷結
合素子（ＣＣＤ）のアレイ２２６を含む広帯域スペクトル検出器である。いずれの位置で
も両方のタイプの検出器を使用することができる。
【００２８】
　図３は、電子を検出して終点を決定するレーザ加工システム３００を示す。システム３
００では、基板１０４が真空室３０２内に配置される。電子検出器３０６は、スクリーン
３０８、シンチレータ３１０および光電子増倍管３１２を含むエバーハート－ソーンリー
検出器である。スクリーン３０８には約５０ボルトの低電圧が印加され、シンチレータに
は約１０，０００Ｖの高電圧が印加される。電子は、試料からスクリーンへ向かって加速
され、次いでより大きなエネルギーに加速されて、シンチレータ内で光子の放出を引き起
こす。それらの光子は電子に変換され、光電子増倍管において増倍される。
【００２９】
　図４は、図１のシステムの動作を示す流れ図である。ステップ４０２で、基板に向かっ
てレーザを誘導する。ステップ４０４で、基板からの放出物を検出する。判断ブロック４
０６で、レーザ・マイクロ機械加工が被覆材料を貫通切削し、またはほぼ貫通切削したこ
とを、放出物の変化が示しているかどうかを判定する。レーザ・マイクロ機械加工が被覆
材料を貫通切削し、またはほぼ貫通切削したことを、放出物の変化が示している場合には
、プロセスを変更する。そうでない場合には、ステップ４０２に戻ってプロセスを継続す
る。プロセスの変更は例えば、レーザ・ビームを停止すること、パルスあたりのフルエン
スなどのレーザ・パラメータを変えること、ガス流量を変えること、電子またはイオン・
ビームをブランキング（ｂｌａｎｋｉｎｇ）すること、あるいは試料を支持しているステ
ージを動かすことを意味する。放出物は、連続的にまたは定期的に監視することができる
。放出物を定期的に監視する場合には、監視期間と監視期間の間に被覆材料が完全に除去
された場合にその下の材料に対する許容できない損傷を防ぐため、その周期は十分に短く
なければならない。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、電子ビームなどの荷電粒子ビームを使用して、レーザ・マイ
クロ機械加工の終点決定信号を生成することができる。この電子ビームは、例えばレーザ
・アブレーション中のレーザ・ビームと同じ点に入射し、このレーザ・ビームと同時にま
たは逐次的に使用することができる。陰極ルミネセンスまたは後方散乱電子を終点決定信
号として使用する場合には、電子ビーム・エネルギーを調整して、終点決定の「予見」能
力を調節することができる。
デュアル・ビーム加工
　例えばＭｏｕｒｏｕに記載されているとおり、フェムト秒パルス・レーザは、高い材料
除去速度を提供することができ、アブレーションしきい値よりも高いフルエンスを局所的
に提供することにより、それに付随する基板の損傷は比較的に小さい。しかしながら、最
小フィーチャ・サイズは限られている。後述する実施形態では、試料をマイクロ機械加工
するのに、荷電粒子ビームとレーザ・ビームとを使用する。一方のビームが、試料表面の
ある領域の状態を変化させて、もう一方のビームによる材料の除去を容易にする。状態を
変化させることには例えば、注入不純物を含む欠陥を生成して、光子を吸収する断面積を
大きくすることが含まれる。用語「状態」は、一般的な意味で使用され、その試料領域を
特徴づける特性の集合を意味する。好ましい実施形態は、加工速度が速いレーザ・ビーム
の利点と、スポット・サイズが小さい荷電粒子ビームの利点とを組み合わせる。したがっ
て、実施形態は、荷電粒子ビーム単独よりも高速に、レーザ・ビーム単独よりも高い精度
で、材料をマイクロ機械加工し、または材料を付着させることができる。
【００３１】
　ある実施形態では、荷電粒子ビームがない場合には、レーザ・ビームが、加工物の材料
のアブレーションを誘発しないように、レーザ・ビームのフルエンスが十分に低い。例え
ば、荷電粒子ビームを使用して、小さな体積の中に欠陥または不純物を生成することがで
きる。これらの欠陥または不純物は光子を吸収し、局所的なアブレーションしきい値を低
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下させて、イオン・ビームの影響を受けた材料を除去するレーザ・ビームによる局所加工
を容易にする。荷電粒子ビームは一般に、レーザ・ビームよりもはるかに小さなスポット
に集束させることができるため、これらの実施形態は、イオン・ビームの小さなスポット
・サイズとレーザのより高速な除去の両方を利用する。すなわち、レーザは、荷電粒子ビ
ームの影響を受けた領域内の材料は除去するが、他の領域内の材料は実質的に除去しない
。したがって、除去される領域のサイズは、イオン・ビームのスポット・サイズによって
決まり、材料除去速度は、レーザによって基板に供給されるエネルギーが大きいほど増大
する。ある実施形態では、除去速度が、荷電粒子ビームが光子吸収性欠陥を生成すること
ができる速度によって制限される。
【００３２】
　他の実施形態では、入来光子と基板フォノンの間に結合が存在しないか、または弱い結
合しか存在しないために、基板の融解が必ずしも起こらないようなエネルギー（熱）を、
入射レーザ・ビームを使用して加工物に提供することによって、ＦＩＢスパッタリング速
度を増大させる。これは、入来イオンが、それらのエネルギーのより大きな部分を投じて
、準融解状態の基板の原子を除去することを可能にする。試料に入射するフェムト秒レー
ザ・ビームのパルス幅およびフルエンスを、融解しきい値よりもわずかに低くなるように
調整すると、集束イオン・ビームが、レーザ・ビームの強度プロファイルのピークの近く
に一致する。次いで、イオン・ビームによって提供されるエネルギーは、空間局所性（ｓ
ｐａｔｉａｌ　ｌｏｃａｌｉｔｙ）をほとんど失うことなく、増大した速度で基板材料を
スパッタリングすることができる（図１参照）。その結果、スパッタ・イールド（ｓｐｕ
ｔｔｅｒ　ｙｉｅｌｄ）およびスパッタ速度が増大し、イオン・ビームのサイズ程度のサ
イズを有するフィーチャが形成される。
【００３３】
　さまざまな実施形態では、レーザ・ビームと荷電粒子ビームとが同時に試料に衝突する
ことがあり、またはレーザ・ビームと荷電粒子ビームとが異なる時刻に衝突することがあ
る。これらのビームはともに、連続的にまたはパルスとして照射することができる。例え
ば一実施形態では、荷電粒子ビームを加工物に照射しているときに、複数のレーザ・パル
スを照射することができる。他の実施形態では、レーザを加工物に照射しているときに、
複数の荷電粒子ビーム・パルスを照射することができる。ある実施形態では、両方のビー
ムが連続的に照射され、他の実施形態では、レーザ・ビームのパルスと荷電粒子ビームの
パルスとが交互に照射される。
【００３４】
　パルス・レーザでは、試料に入射するフェムト秒レーザ・ビームのパルス幅およびフル
エンスを調整することによって、変化していない材料のアブレーションしきい値よりもわ
ずかに低くなり、レーザ・ビームの強度プロファイルのピークが、集束イオン・ビームの
衝突領域と一致するように、パワーを調整する。連続波レーザを調整して適切なパワーを
提供することもできる。レーザ・ビームは次いで、主にイオン・ビームを誘導した領域に
吸収される。レーザは、変化した領域のアブレーションを引き起こすエネルギーを超える
エネルギーが、加工物の材料を融解するには不十分であるように、照射されることが好ま
しい。
【００３５】
　ビームが異なる時刻に衝突する場合、加工対象の加工物の材料の状態に対するレーザ・
ビームおよび荷電粒子ビームの効果は累積的である。すなわち、一方のビームの限局され
た効果は、もう一方のビームが誘導されているときにも依然として存在する。例えば、３
０ｋｅＶ　Ｇａ+ビームなどの荷電粒子ビームを使用する場合には、空格子（ｖａｃａｎ
ｃｙ）、格子間原子（ｉｎｔｅｒｓｔｉｔｉａｌ）、欠陥複合体（ｄｅｆｅｃｔ　ｃｏｍ
ｐｌｅｘ）、注入ガリウムなどの光子吸収性欠陥を加工物中に生成するために、イオン・
パルスがレーザ・パルスに先行するように、イオン・ビームとレーザ・ビームとをパルス
として逐次的に誘導することができ、これらの欠陥および不純物は比較的に安定であるた
め、イオン・パルスとレーザ・パルスの間の遅延時間は比較的に長くすることができる。
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【００３６】
　累積効果は、レーザ・ビームを照射して大量除去プロセスを実行し、続いて荷電粒子ビ
ームを照射して第２の微細除去プロセスを実行する先行技術の逐次加工とは対照的である
。このような先行技術の逐次加工では、それぞれのビームが独立して加工物を加工し、ど
ちらのビームも、後続のビームによる加工を容易にするような形では基板材料を変化させ
ない。先行技術の完了した最初のビーム動作が、表面近くに影響を与えた小さな体積を残
すことがあるが、この最初のビーム動作は、後続のビーム動作の動作に対して重大な効果
を持たない。先行技術では、後続のビーム動作によって機械加工される体積に比べて、最
初のビームの影響を受けた体積が小さい。
【００３７】
　図５は、相対的に幅が広いレーザ・ビームの強度プロファイル５０２および相対的に幅
が狭いイオン・ビームの電流分布５０４を示す。線５０６はアブレーションしきい値を示
し、アブレーションしきい値は、イオン・ビーム加工によって表面材料の状態が変化した
ところが、レーザ・ビームのフルエンスよりも低くなっている。したがって、レーザ・ビ
ームは、イオン・ビームがアブレーションしきい値を低下させた領域においてのみ、材料
を除去する。レーザ・ビームとイオン・ビームをこのように組み合わせると、除去速度が
、イオン・ビーム単独で達成可能な除去速度よりも速くなり、フィーチャ・サイズが、レ
ーザ・ビーム単独で達成可能なフィーチャ・サイズよりも小さくなる。アブレーションし
きい値は基板材料の固有の特性であり、当業者は、さまざまな材料のアブレーションしき
い値を、経験的にまたは文献から容易に決定することができる。例えばイオン・ビームに
よって誘発された欠陥のないシリコンは、約１７０ｍＪ／ｃｍ2の単一パルス・アブレー
ションしきい値を有する。そのため、本発明のこの実施形態に従ってシリコンをマイクロ
機械加工するためには、好ましくはレーザ・フルエンスをこの値よりも小さくすべきであ
る。
【００３８】
　図６はシステム６００を示し、このシステムでは、レーザ・システム６０２が、真空室
６０８内の調整可能な２軸Ｘ－Ｙステージ６０７（最初の２軸に垂直な方向の平行移動、
傾斜および回転する追加の軸を含むことができる）上に保持された加工物６０６に向かっ
てレーザ・ビーム６０４を誘導する。集束イオン・ビーム・カラム６１０は、基板の領域
に向かって集束イオン・ビーム６１２を誘導する。イオン・ビームは一般に、レーザ・ビ
ームよりも小さなスポットに集束させることができる。イオン・ビームは、液体金属イオ
ン源を起源とすることが好ましい。このような源は、Ｇａ、Ｉｎ、Ｂｉ、Ｓｎ、Ｌｉなど
の単一元素源、またはＡｕＳｉＢｅ、ＡｓＰｄＢなどの合金源とすることができる。プラ
ズマ・イオン源を使用することもできる。プラズマ源は、より幅広い種類の種を荷電粒子
ビームに提供することができる。誘導結合磁気強化イオン源（ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　
ｃｏｕｐｌｅｄ，ｍａｇｎｅｔｉｃａｌｌｙ　ｅｎｈａｎｃｅｄ　ｉｏｎ　ｓｏｕｒｃｅ
）は、エネルギーの広がりが小さいことによって、試料において小さなビーム・スポット
を形成することが容易になるため、好ましい。液体金属イオン源からのイオン・ビームは
、１００ｎｍ未満のスポット・サイズに集束させることができ、レーザ・ビーム６０４は
、１μｍから１０μｍのスポット・サイズに集束させることができる。イオン・ビームは
一般に最大約５０ｋｅＶのエネルギーを有し、最大６０ｎＡのイオン電流で機能する。Ｓ
ｉをミリングする好ましい一実施形態では、イオン・ビームの電流が１ｎＡ、エネルギー
が３０ｋｅＶ、スポット・サイズが約４５ｎｍであり、レーザ・ビームのフルエンスが１
００ｍＪ／ｃｍ2、パルス幅が１５０フェムト秒、スポット・サイズが２μｍである。任
意選択で、加工物６０６の一部分の画像を形成するためおよび別の電子ビーム加工のため
に、電子ビーム・カラム６２０が使用される。基板から放出された電子を検出してイオン
・ビームまたは電子ビーム像を形成するために、２次電子検出器６２２が使用される。コ
ンピュータ６４０は、システム６００の動作を、オペレータ・コマンドを介して手動でま
たは自動的に制御し、基板の画像ならびに操作上の制御および選択肢をオペレータに提供
することができる表示装置６４２を含む。
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【００３９】
　図７は、本発明に基づく好ましい１つの方法を示す流れ図である。ステップ７０２で、
荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームである第１のビームを、加工物のある領域に誘導し
て、そのビームの影響を受けた材料の状態を変化させる。例えば、電流１ｎＡの３０ｋＶ
のガリウム・ビームなどのイオン・ビームを加工物の表面に誘導して、光子を吸収し、基
板材料のアブレーションしきい値を局所的に低下させる、空格子、格子間原子および注入
ガリウムを含む欠陥を誘発させる。ステップ７０４で、第１のビームを誘導した領域を含
むある試料領域に向かって、第１のビームとは異なる第２のビームを誘導する。例えば、
第１のビームがイオン・ビームであった場合には、第２のビームをレーザ・ビームとする
ことができる。レーザ・ビームは、イオン・ビームのピーク強度の近傍に入射することが
好ましい。ステップ７０２と７０４は、同時にまたは逐次的に実行することができる。逐
次的に実行する場合には、一方のビームによって誘発された状態の変化が、もう一方のビ
ームを照射したときにも依然として存在するように、これらのステップを十分に短い時間
間隔で実行すべきである。イオン・ビームを使用して効果を誘発させる一実施形態では、
欠陥が安定であるため、これらのビームの照射間の時間遅れは重要ではない。判断ブロッ
ク７０６で、マイクロ機械加工が完了しているか否かを判定する。プロセスが完了したか
どうかの判定は、例えば上述のいずれかの終点決定技法を使用することによって判定する
ことができる。例えば、穴をミリングする場合、ステップ７０６では、穴が十分に深いか
どうかを判定する。マイクロ機械加工が完了している場合、プロセスは終了となる。マイ
クロ機械加工が完了していない場合には、ステップ７０２に戻ってプロセスを継続する。
電荷分離による損傷の防止
　基板表面から材料が追い出されたときに、追い出された粒子が、レンズに付着し、また
はレンズの材料をスパッタリングすることによって、レーザ・レンズの光学的品質を低下
させることがある。図８は、２次粒子によるレーザ・レンズおよび真空システム内の他の
構成要素の損傷を低減させることができる１つのシステムを示す。図８は、試料８０６に
向かって荷電粒子ビーム８０４を誘導する、集束イオン・ビーム・カラムなどの荷電粒子
ビーム・カラム８０２を含むシステム８００を示す。システム８００はさらに、レーザ・
ビーム８１２を試料８０６上に集束させるレンズ８１０を有するレーザ・システム８０８
を含む。レーザ・システム８０８と荷電粒子ビーム８０４は同じ点に入射することが好ま
しい。すなわち、レーザ・システム８０８と荷電粒子ビーム８０４は試料８０６の同じ領
域に衝突することが好ましい。レーザ・ビームは一般に、試料８０６上において、荷電粒
子ビームよりも大きなスポット・サイズを有する。垂直方向を向いたレーザ・システム８
０８および垂直に対して傾斜した荷電粒子ビーム８０２が示されているが、これらのシス
テムはともに、適切な任意の向きに配置することができる。
【００４０】
　試料８０６は精密可動ステージ８１６上に置かれる。荷電粒子ビーム８０４が試料８０
６に衝突すると、電子およびイオンを含む２次粒子８１８が放出される。このイオンがレ
ーザ・レンズ８１０に衝突し、その光学的品質を低減させることがある。２次粒子８１８
の経路をレーザ・レンズ８１０からそらして、損傷を低減させ、または排除する電場を生
み出すため、電極８２０および８２２を電圧源（図示せず）に接続する。電極８２０およ
び８２２を使用して、画像化または終点決定用の２次粒子８１８を検出することもできる
。２次電子信号を増幅するため、電極８２０に増幅器８２４を接続することができる。こ
れに加えて、またはこれに代えて、画像化または終点決定用の陽イオン信号を増幅するた
め、電極８２２に増幅器８２６を接続することもできる。
【００４１】
　好ましい一実施形態では、電極８２０と電極８２２の間に約３００Ｖから４００Ｖの電
位が印加される。好ましい電圧は実施態様によって異なるが、一般的には数十ボルトから
数千ボルトとし、好ましくは数百ボルトとする。電極８２０および８２２の形状を変更し
て、レーザ・レンズまたは試料の上方の他の構成要素に衝突する粒子、イオンを再誘導す
るように電場を整形することができる。ある実施形態では、単一の電極を使用することが
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できる。ある実施形態では、電極８２０の代わりに、磁場を使用して、損傷に敏感な構成
要素から荷電粒子をそらすこともできる。
【００４２】
　本発明の好ましい実施形態によれば、
　・加工物の第１の領域に向かってイオン・ビームを誘導し、荷電粒子が、加工物の結晶
構造内において、加工物材料のアブレーションしきい値を低下させる光子吸収性欠陥を誘
発し、
　・加工物に向かってレーザ・ビームを誘導し、レーザ光子が、イオン・ビームによって
形成された欠陥によって吸収されて、イオン・ビームによって処理された加工物上の材料
を除去する
　ことによって、試料上に構造が形成され、または試料上の構造が改変される。
【００４３】
　本発明の好ましい実施形態によれば、加工物の第１の領域に向かってイオン・ビームを
誘導することは、加工物中にイオンを注入することを含む。これらのイオンは、液体金属
イオン源（ＬＭＩＳ）、金属合金源または誘導結合プラズマ源によって生成される。
【００４４】
　本発明の好ましい実施形態によれば、加工物の第１の領域に向かってイオン・ビームを
誘導することは、加工物の表面から内部へガリウム・イオンを注入すること、あるいは空
格子、格子間原子または欠陥複合体を生成することを含む。ＬＭＩＳの例にはこのほかＩ
ｎ、Ｂｉ、Ｓｎ、Ｌｉなどがあり、合金源の例にはＡｕＳｉＢｅ、ＡｓＰｄＢなどがある
。
【００４５】
　本発明の好ましい実施形態によれば、イオン・ビームとレーザ・ビームとがパルスとし
て逐次的に誘導される。
【００４６】
　本発明の好ましい実施形態によれば、加工物に向かってレーザ・ビームを誘導すること
は、荷電粒子ビームによって誘発された欠陥を有する材料を除去するのには十分だが、荷
電粒子ビームによって誘発された欠陥のない材料を除去するのには不十分なフルエンスを
有するレーザ・ビームを誘導することを含む。例えば、試料に向かってレーザ・ビームを
誘導することは、試料に向かって、１ナノ秒未満または１ピコ秒未満のパルス持続時間を
有するパルス・レーザを誘導することを含むことができる。
【００４７】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料に向かってレーザ・ビームを誘導することは
、１０-3ミリバール未満の圧力を有する環境中で試料に向かってレーザ・ビームを誘導す
ることを含む。
【００４８】
　本発明の好ましい実施形態によれば、荷電粒子ビームとレーザからのパルスとが試料に
交互に衝突する。
【００４９】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料のある領域に向かってレーザ・ビームの１つ
を誘導することは、試料に向かって連続粒子ビームを照射することを含み、試料の領域に
向かってレーザ・ビームまたは荷電粒子ビームを誘導することは、試料に向かって連続レ
ーザ・ビームを誘導することを含む。
【００５０】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料上の領域の一部（ｓｕｂｓｅｔ）に向かって
荷電粒子ビームを誘導することは、レーザ・ビームの強度プロファイルのピークと一致し
たまたはほぼ一致した領域に荷電粒子ビームを誘導すること、レーザ・ビームを誘導する
のと同時に荷電粒子ビームを誘導すること、および／あるいは荷電粒子ビームを誘導して
材料のアブレーションしきい値を低下させることを含む。
【００５１】
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　本発明の好ましい実施形態によれば、
　・加工物に向かって、荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームのうちの一方のビームを誘
導し、荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームのうちの前記一方のビームが、ビームが衝突
した加工物上の材料の状態を変化させ、
　・加工物に向かって、荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームのうちのもう一方のビーム
を誘導し、前記もう一方のビームが、状態が変化した材料を加工物から除去する
　ことによって、荷電粒子ビームおよびレーザ・ビームを使用して、試料上で構造が形成
され、または改変される。
【００５２】
　本発明の好ましい実施形態によれば、加工物に向かって、荷電粒子ビームまたはレーザ
・ビームのうちの一方のビームを誘導することは、加工物に向かってイオン・ビームを誘
導することを含み、イオン・ビームは、加工物内において欠陥を誘発し、加工物に向かっ
て、荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームのうちのもう一方のビームを誘導することは、
加工物に向かってレーザ・ビームを誘導することを含む。
【００５３】
　本発明の好ましい実施形態によれば、イオン・ビームは、加工物内において光子吸収性
欠陥を誘発する。
【００５４】
　本発明の好ましい実施形態によれば、イオン・ビームは、イオン・ビームが加工物に衝
突した位置のアブレーションしきい値を低減させる。
【００５５】
　本発明の好ましい実施形態によれば、加工物に向かって、荷電粒子ビームまたはレーザ
・ビームのうちの一方のビームを誘導することは、加工物に向かってレーザ・ビームを誘
導することを含み、加工物に向かって、荷電粒子ビームまたはレーザ・ビームのうちのも
う一方のビームを誘導することは、加工物に向かって荷電粒子ビームを誘導することを含
む。
【００５６】
　本発明の好ましい実施形態によれば、レーザ・ビームは加工物の昇華エネルギーを低下
させる。
【００５７】
　本発明の好ましい実施形態によれば、加工物に向かって、荷電粒子ビームまたはレーザ
・ビームのうちの一方のビームを誘導すること、あるいは加工物に向かって、荷電粒子ビ
ームまたはレーザ・ビームのうちのもう一方のビームを誘導することは、加工物に向かっ
てイオン・ビームを誘導すること、または加工物に向かって電子ビームを誘導することを
含む。
【００５８】
　本発明および本発明の利点を詳細に説明したが、添付の特許請求の範囲によって定義さ
れる本発明の趣旨および範囲から逸脱することなく、さまざまな変更、置換および改変を
加えることができることを理解すべきである。さらに、本出願の範囲が、本明細書に記載
されたプロセス、機械、製造、組成物、手段、方法およびステップの特定の実施形態に限
定されることは意図されていない。当業者なら本発明の開示から容易に理解するように、
本明細書に記載された対応する実施形態と実質的に同じ機能を実行し、または実質的に同
じ結果を達成する既存のまたは今後開発されるプロセス、機械、製造、組成物、手段、方
法またはステップを、本発明に従って利用することができる。したがって、添付の特許請
求の範囲は、その範囲内に、このようなプロセス、機械、製造、組成物、手段、方法また
はステップを含むことが意図されている。
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